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業 i は，後述する賃金交渉で決定される賃金 itw を所与として，利潤を最大化する。
利潤最大化問題を，  
itK it
Max ,  
1 (1 )f fit it t it pft pwt it itAK  r K w 
α α τ τ− − − + +            (1) 
とおく。 fpftτ は，基礎年金の企業負担分， fpwtτ は年金の二階建て部分の企業負担分




Max ,  
1 (1 )f ft t t t pft pwt t tAK  r K w 
α α τ τ− − − + +   
を解いても同値である。  


















t t tk K L≡ / ，すなわち一国の代表的企業で雇用できる最大労働者数（すなわち労働
力人口）一人当たりの資本で割ると，  
tk nt
Max ,  
1 (1 )f ft t t t pft pwt it tAk n r k w n
α α τ τ− − − + +         (2) 
となる。もちろん， it it itk K L≡ / ， t t nL= ， n は雇用率， tL は労働力人口である。  
この最大化問題を解くと，  
1 1
t t tAk n r
α αα − − =                          (3) 
(1 ) (1 )f ft t pft pwt tAk n w
α αα τ τ−− = + +              (4) 
となる。(3)式は資本ストックの需要関数，(4)式は賃金交渉で得られる賃金 itw を所
与としたときの労働の需要関数である。 
家計の労働者は，定常状態において企業 i にいる n パーセントの労働者は課税前
賃金 wを受け取り，失業している1 n− パーセントの労働者は生活保護 b を受給する
ものとする。 
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1 1 1(1 ) , (1 )t
u
ct t ct jt t fts t c b c b or Pτ τ + + +. . + = + = +         (6) 
となる4 。 cpftτ は t 期の基礎年金保険料の，また cpwtτ は二階建て年金の被用者負担分
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pft pwt t ft wtr r




+ ++ + + +− − + +               (9) 
となる。 また，貯蓄は資本ストックになる。すなわち， 01 et t t tK n s L+ = が成立する。 
２．３ 賃金交渉 
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it tt
i it it it t t
w wb




= + − + −
− − −
            (10) 
とする。 c ct pft pwtτ τ τ≡ + ， iV は，企業 i における代表的組合員の効用である。 itL は，
その企業で雇用することのできる最大の労働者数である。一般性を失わず 1itL = と
すれば，企業 i で雇用される労働者の数 itn を，雇用率 n と同一視してよくなる。企
業 i の中では，確率 itn で雇用され，その際の効用は ( ) ( )11 / 1itw γτ γ−− − である。確率
( ) 1it it itL n n− = − で，その企業での職を失い企業 i の外部の労働市場に出ることにな
る。 tu を，経済外部での失業率とすると，確率1 tu− で再就職でき，経済全体での賃
金を tw とすると，その際の効用は ( ) ( )11 / 1tw γτ γ−− − である。確率 tu で，再就職にも
失敗し，生活保護 tb を受け取ることになり，その際の効用は ( )1 / 1tb γ γ− − である。こ
れを表現すると，代表的組合員の効用は(10)式となる。Pissarides(1998)にならい，労
働組合は危険回避的であるものとし，危険回避度 0γ > である。企業の「利潤」は，  




Max  1( )it iV V
δ δ−− Π                         (12) 
と設定する。V は，企業と労働組合の交渉が決裂して，すべての労働者が失業した
ときの，労働組合の効用 itV であり，(10)式に ( )0, 1it itn L= = を代入することで求めら







itn の決定は，Pissarides(1998)，Layard et al.(2005)にならい，賃金交渉とは別の場所
で，賃金交渉の結果を踏まえて行うものとする。  
ナッシュ積の最大化問題を解き，企業はすべて同質であることを鑑み， it tw w= お
よび 1it t tn n u= = − の関係を使い(4)式を用いると，均衡での雇用率が 





















= − / − 
 − 







る。年金会計の収入は ( ) ( )1 1 1( ) 1f ct t pt pt t t t f t t f tL n w L n p w n p wτ τ θ θ− − − + + + − ，年金会
計の支出は ( ) ( )1 1 1 1 1 11 1t ft t t ft t t f t t f tL P n n P P L n p w n p wθ θ− − − − − −   + − = + −    である。
( )11 t ftn Pθ −− は，非自発的失業者に給付される基礎年金受給額で，年金会計への国
庫負担分をθ とすると，保険料を支払ってきた被用者が受給できる年金支給額
ft fP p w= （ fp は基礎年金の代替率）の， 100θ × パーセントだけ受給できる7。ベー
スラインでは保険料を支払っていない失業者には年金を給付しないので，
( )11 t ftn Pθ −− に該当する項はない。これを解けば，労使折半と，家計のみが保険料
を負担する場合には，それぞれ  
1 1 1 11 11 1 1,
2 1 1
f c ct t t t
pt pt f f pt f f
p t t p t t
n n n n
p p p p
n n n n n n
θ θ
τ τ θ τ θ− − − −
    − −− −
= = + = +     + +    
  (14) 
となる。 
２．４．２．二階建て年金 









払ってきた被用者が受給できる年金支給額 wt wP p w= （ wp は基礎年金の代替率）と
すると，労使折半と家計のみが保険料を負担する場合に，それぞれ 
  1 11 1 1,
2 1 1
c f ct t
pt pt w pt w
p t p t
n n
p p
n n n n
τ τ τ− −
 
= = =  + + 










を問わない）が年金手当の税財源を負担する。収入は，                       
0 0 1 1
1 1 1( (1 ) ) ( (1 ) )
e u e u
t ct t t t t t ct t t t tL n c n c L n c n cτ τ− − −+ − + + −          (16) 
となる。若年期に雇用されていたか否かを問わず，老年期には年金が支給されるの
で，年金会計の支出は 1 1 1 1( (1 ))t f t t f t t t f tL p w n p w n G L p w Gθ− − − −+ − + = + となる。た
だし，失業者が年金を受給できるのは，基礎年金の国庫負担分θ ×100％のみとする。
またこの場合老年者に対して生活保護は支給されない。消費税は目的税方式を取ら
ないと仮定する。ゆえに消費税収から，年金と若年期の生活保護 ( )1 tn wχ− ，それ
に政府支出G をともにまかなうことになる。 
税率は，(17)（消費税方式で失業者にも年金をθ 割給付するとき），(17)’（消費
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− −+ − + + −+
= − + − +
+
                (17’’) 
生活保護の代替率 χ は外生である。年金の財源を消費税でまかなう場合には，(17)
式もしくは(17’)式を満たすように，消費税率 ctτ が内生的に決定される。また消費税
率が内生の場合，一人当たり政府支出 g は外生とし，人口成長率 pn =0.05のときの











                                                                                                                                               
保険ではなく生活保護とした。 
10
 移行過程を分析する場合，移行過程に入る前（消費税率が外生）のときは g を内生
的に導出する。移行過程に入り，消費税が内生化されたときから，外生的にベースライ
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である。このことより， / 0cpwt ftPτ∂ ∂ > もわかる。なお， 0θ = ，すなわち基礎年金
へ の 政 府 一 般 会 計 か ら の 繰 り 入 れ が 行 わ れ な い な ら ば ，












証明  (13)式を cpfτ および cpwτ で微分すると， 
( ) ( ) ( )
( )
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+ +∂ − ∂ −
= = − >
∂ ∂ − + + + −
 
となる。また(13)式を fptτ や wwtτ で微分すると，











さらに， ( ) ( ) ( ) ( )
1 1 1 1
1 1 1 1
0 0
ftt t t t w
ft ft wt wt
n n n n
P P P P
τ τ
τ τ+ + + +
∂∂ − ∂ − ∂ − ∂ − ∂
= > = >
∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂
， である。 
（証明終） 
 基礎年金の保険料率 cpfτ が定常状態の資本ストック *k に及ぼす影響から確認しよ
う。資本ストックの遷移方程式 
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+ = − − − − + + + + + 
          (18)  
を *k ， cpfτ で微分することにより， 
( )
*
1 1 1 1 1 1
1
2 2 1 2 2 1 2 1
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Φ ≡ + − − − 
 + ∂ + + ∂+ 
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1 1 1 1
1 0









  ∂  + ∂ + ∂
− − − − − − >    + ∂ + + ∂ + ∂+   
 
が導出できる。なお， 0Φ > は，均衡での資本ストック k の安定性の条件によるも
のである。 0θ = ならば， * / 0cpfdk dτ > が成立する。また，k に関する遷移方程式に
f
pfτ は現れないので， * / 0fpfdk dτ = となる。同様に考えることで， 
( )
*
1 1 1 1 1 1
1













ρ ρ τ ρ ρ ρ
τ
 ∂+ + +
− − + − − − − + + + ∂ + + + + + = <
Φ






 0θ > かつ失業者にも年金が支払われる場合には，
( )( ) ( )2/ 2 / 0f pfP n nθ τ× ∂ ∂ < となる。保険料 pfτ の増加は，雇用に負の効果をもたら
す。これは年金収入の減少をもたらす。失業者にも年金が支払われる場合，基礎年
金会計が悪化する。ただしこの効果が軽視できるほど小さいならば，基礎年金に政





















組合の効用に対するウェイトパラメータδ ，労働組合の効用の危険回避度 γ の２つ，




金の代替率 fp ， wp の２つ，生活保護については，生活保護の代替率 χ である。年
金の代替率 fp ， wp は，伊藤(2002)や小塩(2005)を参考に，基礎年金については0.114，
                                                 
12





13労働力調査（速報）によれば、2007 年 6 月現在、完全失業率は 3.7 パーセントである
が、モデルでのベースラインには切りのいい数字が望ましいと考えたので、本稿では雇
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5. 本文中の図と表 
表１ パラメータ 
パラメータ     
生産関数 A 1 
  α 0.3 
賃金交渉 δ 0.2 
  γ 0.7 
人口成長率 
pn  （ベースライン）0.05 
割引率パラメータ ρ 0.01 
表２ 定常状態の経済：＊は，外生値として与えたことを示す。 
  ベース 家計所得のみ負担 消費税 消費税（失業者も基礎年金）
雇用率 0.948258  0.946578  0.948951  0.948951  
被用者の効用 -2.699646  -3.028895  -2.625094  -2.624709  
失業者の効用 -6.337964  -6.665143  -6.301799  -6.352199  
所得に対する基礎年金保険料率(
c
pτ ) 0.036191  0.072381  0.000000  0.000000  
所得に対する二階建て年金保険料(
c
wτ ) 0.040952  0.081905  0.040952  0.040952  
消費税率( cτ ) 0.050000*  0.050000*  0.100673  0.100460  
生産 0.528434  0.479581  0.545541  0.545541  
賃金 0.362151  0.307249  0.386590  0.386590  
資本レンタルプライス（３０年間） 1.173915  1.466027  1.091675  1.091675  
利子率（年率） 0.026222  0.030544  0.024904  0.024904  





























































































































A Reexamination of Basic Pension Reform Financed by a Consumption Tax: An 









This paper examines pension premiums and a consumption tax as ways to finance 
basic pensions. The union wage model suggests that labor wage taxation increases 
the rate of unemployment. Using the right-to-manage model, it becomes clear that 
an increase in premiums for labor wages actually leads to increased unemployment 
rates. Furthermore, I argue that by decreasing premiums and introducing 
consumption tax for basic pension, the rate of unemployment will decrease. 
However, the study revealed that this basic pension reform would decrease benefits 
to individuals because of the additional charges. 
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